
能美市財政事情の作成及び公表に関する条例に基づき、平成25年10月1日から平成26年3月31日までの財政事情を公表します。 人口 49,648人

なお、予算現額・収入済額・支出済額には、平成24年度から平成25年度へ繰り越した繰越明許費が含まております。 世帯 17,357世帯

（表示単位未満は 四捨五入していますので、値が合計等と異なる場合があります。） 面積 83.85k㎡

報告数値は、平成26年3月31日時点の状況であるため、実際の決算とは異なります。

これは、平成25年度に属する予算の未収未払の整理を行う出納整理期間（平成26年4月1日～5月31日）に執行された数値が確定しないためです。

＜歳入予算の収入状況＞ （単位：千円、％） 市税の負担状況

予算現額 収入済額 収入率 1人当たり １世帯当たり

1 市税 8,550,761 8,521,003 99.7 1 市税 172,228円 492,640円

うち個人市民税 2,516,800 2,495,934 99.2 うち個人市民税 50,693円 145,002円

うち固定資産税 4,331,599 4,919,367 113.6 うち固定資産税 87,246円 249,559円

2 地方譲与税 201,559 201,559 100.0 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

3 利子割交付金 18,380 18,380 100.0

4 配当割交付金 21,887 21,887 100.0 市民1人当たりの歳出額

5 株式等譲渡所得割交付金 37,597 37,597 100.0 1人当たり

6 地方消費税交付金 462,219 462,219 100.0 1 議会費 4,334円

7 ゴルフ場利用税交付金 36,538 36,538 100.0 2 総務費 45,939円

8 自動車取得税交付金 68,038 68,038 100.0 3 民生費 182,125円

9 地方特例交付金 37,412 37,412 100.0 4 衛生費 28,463円

10 地方交付税 4,911,581 4,911,581 100.0 5 労働費 354円

11 交通安全対策特別交付金 6,013 6,013 100.0 6 農林水産業費 7,040円

12 分担金及び負担金 622,087 616,975 99.2 7 商工費 30,574円

13 使用料及び手数料 353,705 310,980 87.9 8 土木費 105,556円

14 国庫支出金 3,516,141 2,679,718 76.2 9 消防費 13,320円

15 県支出金 1,052,961 742,287 70.5 10 教育費 41,144円

16 財産収入 131,934 136,002 103.1 11 災害復旧費 303円

17 寄附金 39,522 26,830 67.9 12 公債費 71,776円

18 繰入金 606,520 163,060 26.9 13 諸支出金 12,538円

19 繰越金 352,559 352,559 100.0 14 予備費 49円

20 諸収入 239,837 203,963 85.0 歳出合計 543,515円

21 市債 5,717,200 1,154,700 20.2 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

歳入合計 26,984,451 20,709,301 76.7

■財産の状況

＜歳出予算の支出状況＞ （単位：千円、％）

予算現額 支出済額 支出率 24年度末 26年3月末

1 議会費 215,169 211,929 98.5 現在高 増 減 現在高

2 総務費 2,280,788 1,525,464 66.9 建物 242,770㎡ 11,561㎡ 3,217㎡ 251,114㎡

3 民生費 9,042,133 6,950,660 76.9 土地 2,401,477㎡ 11,724㎡ 6,048㎡ 2,407,154㎡

4 衛生費 1,413,136 1,373,679 97.2 有価証券 151,537千円 0千円 0千円 151,537千円

5 労働費 17,595 16,021 91.1 出資による権利 1,384,192千円 1,000千円 0千円 1,384,692千円

6 農林水産業費 349,533 225,363 64.5 基金 8,398,603千円 1,103,129千円 662,685千円 8,839,046千円

7 商工費 1,517,924 629,813 41.5 ＊道路・橋・河川・を除いて記載しています。

8 土木費 5,240,634 2,420,050 46.2

9 消防費 661,326 549,006 83.0

10 教育費 2,042,732 1,803,319 88.3 ■市債の状況

11 災害復旧費 15,033 5,456 36.3 （単位：千円）

12 公債費 3,563,532 3,537,670 99.3 24年度末 26年3月末

13 諸支出金 622,487 198,484 31.9 現在高 起債額 償還額 現在高

14 予備費 2,429 0 0.0 一般会計 26,774,148 1,154,700 3,201,183 24,727,665

歳出合計 26,984,451 19,446,914 72.1 国民健康保険 0 0 0 0

後期高齢者医療 0 0 0 0

介護保険（保険事業勘定） 140,000 0 70,000 70,000

 　〃 　（サービス事業勘定） 0 0 0 0

温泉事業 0 0 0 0

（単位：千円、％） 農業集落排水事業 449,776 0 22,810 426,966

予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率 水道事業 5,684,731 41,300 287,816 5,438,215

国民健康保険 4,898,161 4,305,980 87.9 4,632,321 94.6 工業用水道事業 2,445,032 95,000 110,384 2,429,648

後期高齢者医療 454,790 452,347 99.5 443,859 97.6 公共下水道事業 19,507,765 517,200 1,142,602 18,882,363

介護保険（保険事業勘定） 3,766,000 3,545,352 94.1 3,430,044 91.1 病院事業 1,741,654 160,800 106,109 1,796,345

 　〃 　（サービス事業勘定） 11,700 14,792 126.4 10,793 92.2 計 56,743,106 1,969,000 4,940,904 53,771,202

温泉事業 8,905 8,671 97.4 3,712 41.7

農業集落排水事業 110,008 91,754 83.4 78,769 71.6

■一時借入金の状況

（単位：千円）

26年3月末

現在高

一般会計 1,500,000 0

（単位：千円、％） 国民健康保険 300,000 0

予算現額 収入・支出済額 収入・支出率 後期高齢者医療 35,000 0

収益的収入 778,400 744,925 95.7 介護保険（保険事業勘定） 300,000 0

　〃　支出 701,600 672,851 95.9  　〃 　（サービス事業勘定） 5,000 0

資本的収入 103,279 82,659 80.0 温泉事業 1,000 0

　〃　支出 624,990 458,132 73.3 農業集落排水事業 40,000 0

収益的収入 363,200 341,756 94.1 水道事業 - -

　〃　支出 329,600 292,567 88.8 工業用水道事業 100,000 0

資本的収入 148,000 95,000 64.2 公共下水道事業 400,000 0

　〃　支出 361,800 254,401 70.3 病院事業 200,000 0

収益的収入 1,293,700 1,299,320 100.4

　〃　支出 1,450,400 1,300,268 89.6

資本的収入 871,700 846,956 97.2

　〃　支出 1,276,124 1,224,948 96.0

収益的収入 2,463,164 2,322,464 94.3

　〃　支出 2,463,164 2,382,694 96.7

資本的収入 364,275 355,068 97.5

　〃　支出 483,118 476,124 98.6

収益的収入・支出　・・・ 1年間の通常業務にかかる事業の収入と支出

資本的収入・支出　・・・

病  院
事  業

■一般会計 福祉・教育・道路整備など地方公共団体が実施すべき基本的な事業を経理す
る会計のことです。

■特別会計 特定の事業を行うための歳入歳出を一般会計と区別して処理するために、条
例に基づいて設置されている会計のことです。

■企業会計

工 業 用
水道事業

水　道
事　業

独立採算制を原則とする企業色の強い事業を行う場合に、地方公営企業法の
規定を設けて設置されている会計のことです。資本的収支において生じた資
金不足については、内部留保資金で補てんしています。

公  共
下水道
事  業

区分

区分

会計名

会計名

区分

区分
25年4～3月中増減

区分

サービスの維持・拡大のための建設改良費や企業債収入など、収入支出の効
果が将来にわたるもの

区分

区分

限度額
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計
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計
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計

議会費, 4,334

円 

総務費, 

45,939円 

民生費, 

182,125円 

衛生

費, 

28,463

円 

労働費, 

354円 

農林水産業

費, 7,040円 

商工費, 

30,574円 

土木費, 

105,556円 

消防費, 

13,320円 

教育費, 

41,144円 

災害復旧費, 

303円 
公債費, 

71,776円 

諸支出金, 

12,538円 

予備費, 49円 


